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【重点分野の施策の具体化】 【高度部材・基盤産業への施策の重点化】 【横断的政策の進化】
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（ｻﾎﾟｰﾃｨﾝｸﾞｲﾝﾀﾞｽﾄﾘｰ）への
施策重点化

○先端的新産業分野等の競争力の
源泉となる「高度部材産業集積」を
強化することが必要。

○このため、「高度部材産業集積」を
牽引する高度な部品・材料産業群
とそれを支える「匠の中小企業」を
強化するための「高度部材産業・も
のづくり中小企業強化ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ」を
今年度中に策定。

人材、技術等の蓄積進化

○ものづくり分野・戦略分野における
専門職大学院の設置等、海外から
の高度人材流入

○技術戦略ﾏｯﾌﾟを活用した効果的な
研究開発

○経営資源の潜在力を引き出すIT活
用推進

○人材・研究開発・ITの投資促進税制

知的資産重視の「経営」の促進

○知的資産の評価・管理・活用・開示
のための手法づくり（「知的資産経
営開示指針」の策定など）。

○コア人材・コア技術の適正管理
（「営業秘密管理指針」の改訂など）

新産業創造戦略

地域再生戦略7分野 横断的重点政策

１．新産業創造戦略１．新産業創造戦略20052005（（20052005年年66月策定）の骨格月策定）の骨格
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①我が国製造業の強みの源泉

〈新産業創造戦略（平成１６年５月）及び新産業創造戦略２００５（平成１７年５月）
での分析〉

我が国には、「高度部材産業集積」とこれを支える基盤技術を有する中小企業
が存在。

こうした「高度部材・基盤産業」の集積を形成していることが、「ものづくり」に
不可欠な基盤技術のネットワーク化を通じた現場レベルでの迅速かつ高度な
すり合わせを実現。

→我が国製造業の強みの源泉

先端的新産業分野を始めとして、現在及び将来において我が国経済を牽引していく
産業分野が競争力を発揮するためには、「高度部材・基盤産業」の存在が必要不可欠。

２．我が国経済における製造業の位置付け２．我が国経済における製造業の位置付け

２



②企業収益の推移：経常利益の構成比（全産業・製造業）

２００４年の我が国製造業の経常利益は約１９兆５０００億円であり、過去最高水準を
実現。伸び率においても、対前年比３０．５％増となり、我が国製造業は順調に収益
を拡大。
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製造業（実額）　　　10兆4,630億円　　11兆4,935億円　　16兆8,453億円　　12兆1,308億円　　12兆4,044億円　　14兆9,339億円　 19兆4,895億円

全産業（実額）　　　25兆2,325億円　　29兆6,880億円　　39兆6,966億円　　33兆5,331億円　　33兆2,985億円　　37兆4,823億円　 47兆8,485億円

製造業（前年比）　　　▲32.6％　　　　　　　9.8％　　　　　　　46.6％　　　　　　　▲28.0％　　　　　　　2.3％　　　　　　　20.4％             30.5％

全産業（前年比）　　　▲26.4％　　　　　　17.7％　　　　　     33.7％            　▲15.5％　　　　　▲0.7％　　　　　　　12.6％　　　　　　　27.7％

備考：下欄の数値は暦年値で四半期の値の合計値。

資料：財務省「法人企業統計調査（季報）」 ３



③鉱工業生産指数の推移

鉱工業生産は堅調に推移しており、業種別に見ると、輸送機械、電子部品、デバイス
が大きく伸びている。
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輸送機械　　　　　　　　　96.7　　　　　　　　　95.2　　　　　　　　100.0　　　　　　　　99.3　　　　　　　　　105.2　　　　　　　108.5　　　　　　　　113.5

電子部品・デバイス　　 68.4                  79.1                100.0                78.7                    87.6              103.2                116.9

鉄鋼                        92.2                  90.2                100.0                96.0                    99.2              103.3                108.0

化学                        96.0                  99.5                100.0                97.0                    97.0               98.5                 99.9

電気機械                  94.5                  94.2                100.0                91.1                    87.3               92.5                101.0

一般機械                  97.4                  91.6                100.0                89.0                    81.9               87.8                102.4

繊維工業                 113.8                106.8                100.0                91.0                    81.5               74.8                  70.7

備考：四半期データは季節調整済指数、暦年データは原指数。

資料：経済産業省「鉱工業生産・出荷・在庫指数」
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④重要な役割を果たす製造業

１９９０年代以降の我が国製造業の労働生産性の延びは、全産業の労働生産性を上
回っており、我が国経済成長の原動力となっている。
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資料：内閣府「国民経済計算報告」、厚生労働省「毎月勤労統計調査」より経済

　　　産業省計算。
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⑤各国の輸出に占める工業製品の割合

国際的に比較しても、日本の輸出に占める工業製品の役割は高い。

特に電気機械、輸送機械、一般機械、化学製品、精密機械の占める割合は全体の
８２％であり、外貨を獲得する上で重要な業種。

これらの業種の国際競争力が弱まれば、外貨を獲得していくことは困難。

このため、これらの業種の競争力を維持・強化していくことに加え、新たな国際競争
力をつけた産業を育成していくことが国民経済にとっても不可欠。

各国の輸出に占める工業製品の割合
（2003年）
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６



「ものづくり」の基盤となる産業分野に属し、川下産業にとって完成品の生産に必要な部品・部材の製造
に必要不可欠かつ容易に習得することが困難な技術（基盤技術）を有する企業群

①基盤技術が支える産業構造の概念図

基盤技術を有する中小企業群は、さまざまな先端新産業分野等を支えている。

３．製造業における中小企業の位置付け・役割３．製造業における中小企業の位置付け・役割
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②我が国産業の競争力を支える基盤技術の例（その１）②我が国産業の競争力を支える基盤技術の例（その１）

鋳造技術

■技術の特徴
特に複雑な形状のものを比較的容易に作れる加工技術であ

り、自動車・家電等の組立産業が必要とする多種多様な部品
の製造に必要な基盤的技術。

■我が国鋳造技術の強み
複雑形状加工、後加工不要な高精度加工、超薄肉加工等を
可能にするなど、機械部品の高性能化、軽量化や特殊形状化
に大きく貢献。

■鋳造技術の高度化の方向性
軽量化・超精密化（例：半導体製造装置部品）、軽量化・
高強度化（例：航空機用エンジン）、軽量化・加工レス化
（例：自動車用エンジンブロック） 等

鍛造技術

■技術の特徴

材料に強度等を付与し、成形する加工技術であり、主に自

動車産業等の安全保安部品の製造に必要な基盤的技術。

■我が国鍛造技術の強み

設備の自動化の進展、徹底した品質管理、質の高い技術者

の存在により、特に安全保安部品である高強度鍛造部品の製

造技術の水準が高い。

■鍛造技術の高度化の方向性

超微細化・精密化（例：半導体極細ピン、ロボット用精密

鍛造歯車）、耐久性向上（例：航空機用ｼﾞｪｯﾄｴﾝｼﾞﾝﾌﾞﾚｰﾄﾞ）、

生産性向上（例：自動車用シャフト） 等

めっき技術

■技術の特徴
素材表面に機能等を付与する加工技術であり、自動車部品
や電子機器部品等、幅広い工業製品に利用される基盤的技術。
特に電子部品に導電性、耐熱性等を付与する機能性めっきは、
必要不可欠な技術。

■我が国めっき技術の強み
均質性の高いめっきや、超微細部品へのめっきを可能にす
るなど、自動車部品や電子機器部品等への特殊機能性の付与、
高機能化、生産性の向上等に大きく貢献。

■めっき技術の高度化の方向性
新触媒の開発（例：燃料電池用新触媒）、微細化（例：ﾛ
ﾎﾞｯﾄ用配線、ﾌﾟﾘﾝﾄ基板）、粉体へのめっき（燃料電池用触
媒）、環境対応（例：鉛、６価ｸﾛﾑﾌﾘｰめっき） 等

切削技術

■技術の特徴
切削工具等により、被加工物の不要な部分を除去する加工

技術であり、最も一般的に使われる加工技術。金型製造にも
不可欠な加工技術であることから直接的・間接的にあらゆる
製品の製造に必要な基盤的技術。

■我が国切削加工技術の強み
難加工材加工や超精密・微細加工、複雑形状加工を実現し
高精度、高品質な部品の迅速な製造に大きく貢献。

■切削加工技術の高度化の方向性
超精密・微細加工（例：半導体用ｼﾘｺﾝ加工）、多軸複合
（複雑形状）加工（例：燃料電池用ｶｰﾎﾞﾝｾﾊﾟﾚｰﾀ金型、ﾀｰﾋﾞﾝ
ﾌﾞﾚｰﾄﾞ）、高精度加工（例：非球面ﾚﾝｽﾞ） 等

８



②我が国産業の競争力を支える基盤技術の例（その２）②我が国産業の競争力を支える基盤技術の例（その２）

■技術の特徴

大量生産向きの加工技術であり、あらゆる金属製品製造業

に欠くことのできない部品の製造に必要な基盤的技術。

■我が国金属プレス加工技術の強み

高精度加工、新素材・難加工材の加工を可能にするなど、

成形部品の小型化、軽量化、生産性の向上に大きく貢献。

■金属プレス加工技術の高度化の方向性

超微細加工化（例：ﾊｰﾄﾞﾃﾞｨｽｸ軸受、IC用ﾘｰﾄﾞﾌﾚｰﾑ等の超

微細電子部品）、複雑形状加工化（例：次世代ロボット用精

密歯車）、難加工材対応（例：燃料電池用セパレータ（ステ

ンレス鋼））等

金属ﾌﾟﾚｽ加工技術 ﾚｰｻﾞｰ加工技術

■技術の特徴
高速、高品質、高精細、複雑形状加工を可能とする技術で

あり、自動車、電子・電気機器、産業機械などの主要部品製
造に必要な基盤的技術。

■我が国レーザー加工技術の強み
ナノレベルの高精密・微細加工を実現し、高性能・高負荷
が求められる自動車や航空機等のエンジンに組み込まれる高
精密な主要部品等の製造に貢献。

■レーザー加工技術の高度化の方向性
超微細加工化（例：LSIの高集積化）、特殊金属対応
（例：航空機用タービンブレード）、複雑形状創成加工
（例：３次元レーザー加工） 等

金属熱処理加工技術

■技術の特徴
製品の形状を保ちつつ、高強度・耐久性等を付与するとと

もに、安全性を追及する技術であり、自動車、発電機、航空
機等の重要部材に欠かせない基盤的技術。

■我が国金属熱処理技術の強み
製品ごとに複雑且つ異なる形の製品に焼むらなく、均一な
品質による大量処理を可能とするなど、機械部品の高強度化、
高耐久化に大きく貢献。

■金属熱処理技術の高度化の方向性
微細・精密化（例：駆動部ギア）、新素材（アルミニウム、
マグネシウム）対応（例：自動車部材、航空機部材）、新特
性（耐摩耗性等）付与（例：自動車部品、磁気記録媒体、工
作機械）、環境・省エネ対応（例：駆動系部品全般） 等 ９



鋳造技術

Ｎ社
住所：埼玉県川口市
設立：明治４年
資本金：1,000万円
従業員数：40名
業種：鋳物製造

■ ミクロンレベルの加工精度や厳しい品質基準が要求される精密

鋳造品を得意とする。

■ 顕微鏡の部品、半導体製造装置用鋳物などを供給することによ

り、半導体産業や計測機器産業等、我が国が強みを持つ産業を支

えている。

日本製ステッパー

Ｍ社
住所：(本社)東京都千代田区

(工場)栃木県塩谷町
設立：対象７年
資本金：3,600万円
従業員数：70名
業種：鍛造加工、機械加工、

金型製作

■ アルミニウム合金、銅合金のインパクト成型・冷間鍛造・温間
鍛造による精密鍛造品製造を可能とする高度な工程設計技術、金
型技術、潤滑技術が強み。
■ 多種多彩な製品を生産し、我が国のアルミニウム精密鍛造技術
のリーダー企業
■ 今後の情報家電や自動車軽量化ニーズに応えるためのマグネシ
ウム合金の鍛造技術の開発に力を入れている。

Ｍ社
住所：東京都品川区
設立：昭和６年
資本金：15,000万円
従業員数：213名
業種：機能めっき加工

■ 主に素材にない機能や性質（電気的特性、光的特性、磁性
等）をめっきによって付する「機能めっき」加工において、
極めて高度な技術により下請企業から脱却。

■ 数千分の一ミリメートルオーダーの精度が求められる宇宙
ステーション実験用反射
炉内のめっきを請け負うなど、その技術力は世界トップ水準
であると評価されている。

スペースシャトルのイメージ炉
高反射用特殊金めっき技術が採用

プリント基板
（導電性、穴埋め）

鍛造技術

めっき技術

金属ﾌﾟﾚｽ加工技術

１０

③高度な基盤技術を有する中小企業の例

自動車・バイク・鉄道等輸送体部品

Ｏ社
住所：東京都墨田区
設立：昭和47年8月
資本金：1,000万円
従業員数：6名
業種：金型製作、プレス加工

■ 小型で耐久性が高いステンレススチール製のリチウムイオン
電池ケースを世界で最初に開発し、携帯電話等の小型化・軽量化
を可能にした。
■ 針先をミクロン単位まで細く（テーパー付き（先に向かうほ
ど細い））することで、注射針挿入時の痛みを極限まで軽減す
る「刺しても痛くない注射針」の開発に成功。
■ 大企業でも手に負えない数々の加工を可能にしてきた実績か
ら「不可能を可能にするモノづくりの駆け込み寺」と呼ばれる。

刺しても痛くない注射針携帯電話用電池ケース等



④中小企業が果たす技術革新の役割

現在の日本の製造業における全要素生産性成長率を規模別にみると、平均値
においては中小企業のほうが大企業よりも大きい。このことから、技術進歩など
の面での技術革新において中小企業が活躍していることが想像できる。

0.00

0.20

0.40

0.60

0.80

1.00

1.20

50～300人 301人～

出展：中小企業白書２００４年版
資料：経済産業省「企業活動基本調査」（1995～2001年）再編加工

（注） 1. 全要素生産性（TFP）成長率
＝付加価値額増加率-労働分配率×従業者数増加率－資本分配率×有形固定資産増加率

2. 数値は1995年から2001年までの年平均成長率をとっている。

3. 「企業活動基本調査」は従業者50人未満企業については調査対象としていない。

中小企業と大企業の全要素生産性成長率の比較

～イノベーティブな活動では中小企業も活躍～
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⑤新製品・サービスの開発・改良での新しい技術・ノウハウの導入程度

～規模が小さい企業ほど新しい技術やノウハウを持ち込む～

新製品やサービスの開発や改良活動を行ったときにどの程度新しい技術を用

いるかについては、中小企業はより新しい技術を導入する存在であることが

わかる。

（％）

16.0

16.5

17.0

17.5

18.0

18.5

19.0

19.5

小規模企業 中小企業 大企業

出展：中小企業白書２００４年版
資料：中小企業庁「企業経営実態調査」（2003年12月）

（注） 1. 製造業において、新製品・サービスの開発・改良活動の際に「大半は自社にとって新しい技術や

ノウハウを使用」または「自社にとって新しい技術やノウハウのみを使用」と答えた企業の割合。

2. 小規模企業とは従業者数20名以下を指し、中小企業は小規模企業を除く300名以下の企業を指す。

新製品・サービスの開発・改良での新しい技術・ノウハウの導入程度
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①系列取引の変化

約２割が過去１０年間で系列外からの調達を増加させている。

26.2%

21.2%

19.7%

14.8%

10.5%

5.6%

27.8%

26.1%

0.0%

4.2%

9.1%

5.3%

5.6%

0.0%

7.4%

16.7%

9.2%

4.3%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30%

精密機械(18)

機械(65)

自動車(23)

非鉄金属(33)

電気機器(71)

食料品(27)

窯業(19)

化学(54)

鉄鋼(17)

系列外取引が増加

系列内取引が増加

備考：上場・店頭公開企業の製造業企業を対象としたアンケート調査結果。
有効回答数394社。

資料：経済産業省調べ（2004年12月）（『平成16年度ものづくり白書 』より）。

業種別にみた取引関係の変化

※サンプル数10社以上の業種のみ。業種名横の（）はサンプル数 。

系列外取
引

が増加
19.0%

系列内取
引が増加
7.2%

変化なし
（系列外
取引主
力）
63.4%

その他
2.9%

変化なし
（系列内
取引主
力）
7.5%
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４．製造業を巡る最近の情勢と中小企業に求められる機能４．製造業を巡る最近の情勢と中小企業に求められる機能



②取引関係の変化の理由

46.5%

33.8%

8.5%

84.5%

45.1%

1.4%

1.4%

7.4%

18.5%

7.4%

22.2%

81.5%

25.9%

48.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

コストの低下を図るため

納期のスピードを上げるため

品質の向上を図るため

多品種少量生産を可能にするため

機密事項の漏洩を防ぐため

ノウハウの流出を防ぐため

その他

系列外取引が増加(71)

系列内取引が増加(27)

備考：上場・店頭公開企業の製造業企業を対象としたアンケート調査結果。
有効回答数394社（複数回答）。

資料：経済産業省調べ（2004年12月）（『平成16年度ものづくり白書 』より）。
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4.9

8.4

3.8

13.6

6.9
7.9

10.7

23.4

32.6

12.8

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

30.0

35.0

94 95 96 97 98 99 00 01 02 03（年度）

（％）

食    料    品 繊          維 木材紙パルプ 化          学 鉄          鋼

非  鉄  金  属 一  般  機  械 電  気  機  械 輸  送  機  械 精  密  機  械

③製造業の生産拠点の展開

全般的に製造業の海外生産比率は増大。

備考： １．海外生産比率＝海外現地法人売上高／（海外現地法人売上高＋国内法人売上高）×100
２．「海外現地法人」とは、「子会社（日本側出資比率が10％以上の海外法人）」と「孫会社（日本側出資比率が50％
超の子会社が50％超の出資を行っている海外法人）」を指す。

３．「電気機械」には「情報通信機械」を含む。
資料：経済産業省「海外事業活動基本調査」、財務省「法人企業統計年報」 １５



④国内生産拠点の見直し

～見直される国内事業環境～

材料、部品などで高い技術力を有する企業群が国内に集積しており、先端製品
生産のために必要な産業集積力を充分に活用でき、工場の早期立上げに有利
であること。

日本企業が強みとする製造技術のノウハウの海外流出を回避するためのブラッ
クボックス化を推進しやすいこと。

国内消費者ニーズを把握し、それを反映した製品化のために必要となる技術
開発と生産工程への応用が必要であり、国内では研究開発と、生産体制に結
びつけるまでの過程を一体化出来ること。

資料：『平成16年度ものづくり白書 』より。
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NECｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ（NEC山形・山形県）300ﾐﾘｳｪﾊｰ対応ｼｽﾃﾑLSI生産ﾗｲﾝNECｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ（NEC山形・山形県）300ﾐﾘｳｪﾊｰ対応ｼｽﾃﾑLSI生産ﾗｲﾝ

東芝 （大分工場・大分県）300ﾐﾘｳｪﾊｰ対応ｼｽﾃﾑLSI生産ﾗｲﾝ
東芝 （四日市工場・三重県） 300ﾐﾘｳｪﾊｰ対応ﾌﾗｯｼｭﾒﾓﾘ生産ﾗｲﾝ
東芝 （大分工場・大分県）300ﾐﾘｳｪﾊｰ対応ｼｽﾃﾑLSI生産ﾗｲﾝ
東芝 （四日市工場・三重県） 300ﾐﾘｳｪﾊｰ対応ﾌﾗｯｼｭﾒﾓﾘ生産ﾗｲﾝ

松下電器産業（魚津工場・富山県）300ﾐﾘｳｪﾊｰ対応ｼｽﾃﾑLSI生産ﾗｲﾝ松下電器産業（魚津工場・富山県）300ﾐﾘｳｪﾊｰ対応ｼｽﾃﾑLSI生産ﾗｲﾝ

ｼｬｰﾌﾟ（亀山工場・三重県）大型液晶ﾊﾟﾈﾙ（第6世代）、大型液晶ﾃﾚﾋﾞ
ｼｬｰﾌﾟ（亀山第2工場・三重県）大型液晶ﾊﾟﾈﾙ（第8世代）
ｼｬｰﾌﾟ（三重第3工場・三重県）ｼｽﾃﾑ液晶

ｼｬｰﾌﾟ（亀山工場・三重県）大型液晶ﾊﾟﾈﾙ（第6世代）、大型液晶ﾃﾚﾋﾞ
ｼｬｰﾌﾟ（亀山第2工場・三重県）大型液晶ﾊﾟﾈﾙ（第8世代）
ｼｬｰﾌﾟ（三重第3工場・三重県）ｼｽﾃﾑ液晶

松下電器産業（松下ﾌﾟﾗｽﾞﾏﾃﾞｨｽﾌﾟﾚｲ・大阪府）PDP、ﾌﾟﾗｽﾞﾏﾃﾚﾋﾞ
松下電器産業（松下ﾌﾟﾗｽﾞﾏﾃﾞｨｽﾌﾟﾚｲ・兵庫県）PDP、ﾌﾟﾗｽﾞﾏﾃﾚﾋﾞ
松下電器産業（松下ﾌﾟﾗｽﾞﾏﾃﾞｨｽﾌﾟﾚｲ・大阪府）PDP、ﾌﾟﾗｽﾞﾏﾃﾚﾋﾞ
松下電器産業（松下ﾌﾟﾗｽﾞﾏﾃﾞｨｽﾌﾟﾚｲ・兵庫県）PDP、ﾌﾟﾗｽﾞﾏﾃﾚﾋﾞ

富士通日立ﾌﾟﾗｽﾞﾏﾃﾞｨｽﾌﾟﾚｲ（宮崎事業所・宮崎県）PDP富士通日立ﾌﾟﾗｽﾞﾏﾃﾞｨｽﾌﾟﾚｲ（宮崎事業所・宮崎県）PDP
ｷﾔﾉﾝ（大分ｷﾔﾉﾝ・大分県）ﾃﾞｼﾞﾀﾙｶﾒﾗ・ﾃﾞｼﾞﾀﾙﾋﾞﾃﾞｵｶﾒﾗｷﾔﾉﾝ（大分ｷﾔﾉﾝ・大分県）ﾃﾞｼﾞﾀﾙｶﾒﾗ・ﾃﾞｼﾞﾀﾙﾋﾞﾃﾞｵｶﾒﾗ

三洋電機（二色の浜工場・大阪府）太陽電池三洋電機（二色の浜工場・大阪府）太陽電池

富士写真ﾌｨﾙﾑ（富士ﾌｨﾙﾑ九州・熊本県）
液晶ﾊﾟﾈﾙ用偏光板保護ﾌｨﾙﾑ新工場

富士写真ﾌｨﾙﾑ（富士ﾌｨﾙﾑ九州・熊本県）
液晶ﾊﾟﾈﾙ用偏光板保護ﾌｨﾙﾑ新工場

ﾄﾖﾀ自動車（ｴﾝｼﾞﾝ工場・福岡県）ｴﾝｼﾞﾝ工場ﾄﾖﾀ自動車（ｴﾝｼﾞﾝ工場・福岡県）ｴﾝｼﾞﾝ工場

日産自動車（九州工場・福岡県）塗装ﾗｲﾝの更新日産自動車（九州工場・福岡県）塗装ﾗｲﾝの更新

ｴﾙﾋﾟｰﾀﾞﾒﾓﾘ（広島ｴﾙﾋﾟｰﾀﾞﾒﾓﾘ・広島県）
300ﾐﾘｳｪﾊｰ対応DRAM工場
ｴﾙﾋﾟｰﾀﾞﾒﾓﾘ（広島ｴﾙﾋﾟｰﾀﾞﾒﾓﾘ・広島県）
300ﾐﾘｳｪﾊｰ対応DRAM工場

ソニー（ｿﾆｰｾﾐｺﾝﾀﾞｸﾀ九州・長崎県）
300ﾐﾘｳｪﾊｰ対応超高速ﾌﾟﾛｾｯｻ生産ﾗｲﾝ増設
ソニー（ｿﾆｰｾﾐｺﾝﾀﾞｸﾀ九州・長崎県）
300ﾐﾘｳｪﾊｰ対応超高速ﾌﾟﾛｾｯｻ生産ﾗｲﾝ増設

ﾙﾈｻｽﾃｸﾉﾛｼﾞ（ﾄﾚｾﾝﾃｨﾃｸﾉﾛｼﾞｰｽﾞ・茨城県）
300ﾐﾘｳｪﾊｰ対応量産ﾗｲﾝ増設
ﾙﾈｻｽﾃｸﾉﾛｼﾞ（ﾄﾚｾﾝﾃｨﾃｸﾉﾛｼﾞｰｽﾞ・茨城県）
300ﾐﾘｳｪﾊｰ対応量産ﾗｲﾝ増設

IPSｱﾙﾌｧﾃｸﾉﾛｼ（日立ﾃﾞｨｽﾌﾟﾚｲｽﾞ茂原事業所・千葉県）
薄型ﾃﾚﾋﾞ向け大型液晶ﾊﾟﾈﾙ（第6世代）
IPSｱﾙﾌｧﾃｸﾉﾛｼ（日立ﾃﾞｨｽﾌﾟﾚｲｽﾞ茂原事業所・千葉県）
薄型ﾃﾚﾋﾞ向け大型液晶ﾊﾟﾈﾙ（第6世代）

信越化学（白河工場・福島県）300ﾐﾘｼﾘｺﾝｳｪﾊｰ増設信越化学（白河工場・福島県）300ﾐﾘｼﾘｺﾝｳｪﾊｰ増設

日産自動車（いわき工場・福島県）高級車用ｴﾝｼﾞﾝ日産自動車（いわき工場・福島県）高級車用ｴﾝｼﾞﾝ

日産自動車（横浜工場・神奈川県）基幹部品の能力増強日産自動車（横浜工場・神奈川県）基幹部品の能力増強

100億円

900億円

110億円

700億円

1,100億円

750億円

150億円

2,000億円
2,700億円

約6,000億円

1,000億円超

530億円

約100億円

340億円

600億円
950億円

128億円

1,500億円
1,500億円
920億円

1,300億円

650億円

富士通（三重工場・三重県）300ﾐﾘｳｪﾊｰ対応ﾛｼﾞｯｸLSI生産ﾗｲﾝ富士通（三重工場・三重県）300ﾐﾘｳｪﾊｰ対応ﾛｼﾞｯｸLSI生産ﾗｲﾝ1,600億円

⑤大規模な設備投資の事例（予定を含む。2005年8月現在。）⑤大規模な設備投資の事例（予定を含む。2005年8月現在。）
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⑥国内立地した理由

市場の近さのほか、高度部材の入手可能性や優れた技術・技能を有する取引相手が存
在していること等を理由として国内に生産拠点を整備する企業が相当数見られる。
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3

3
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6

2

10

7

8

8

5

2

3

1

1

0 5 10 15 20 25 30 35 40

市場に近い

自社の関連工場・研究所の存在

高度な部材が入手しやすい

取引先が近い

優良な技能・技術を有する中堅・中小企業の集積

地元自治体の優遇策

その他 1位 2位 3位

備考：上場・店頭公開企業の製造業企業を対象としたアンケート調査結果。
近年国内に生産工場を整備（増設を含む）した企業のうち、最終組立工場を整備した54社に国内に
立地した理由を訊き、理由としての上位から１位、２位、３位の別に集計したもの。

資料：経済産業省調べ（2004年12月）（『平成16年度ものづくり白書 』より）。
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⑦基盤技術を担う中小企業に求められる経済機能と主な経営課題

ＱＣＤ（Ｑ：品質、Ｃ：コスト、Ｄ：納期） 対応、モジュール化への対応力、高い技術力

と開発分野での提案力

技術力・競争力の高い中小企業を製造業の生産システムの中に位置付けること

により、イノベーションと需要創出の好循環をもたらす柔軟かつ強靭な生産構造
の構築が可能。

主な経営課題
①川上・川下間における効果的な情報共有の必要性
→取引関係の複雑化、新分野での不確実性に伴い、川下・川上間での情報共有
の重要性増大。多様化する市場ニーズに対応するには、かかる情報共有を

通じて、中小企業が担う基盤技術の開発の方向性・ベクトルが示されることが
重要。

②経営資源確保の必要性
→国際競争下で基盤技術を有する企業の経営が圧迫され、設備・開発投資が停
滞。

③経済力格差に基づく交渉力相違
→企業規模格差に影響されない公正な取引慣行の重要性。
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